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１ 設備の概要                      

（１）所在地 

横浜市中区桜木町１-１-56 みなとみらい21クリーンセンタービル５階 

横浜市市民活動支援センター内に設置 

（２）概要 

総床面積 約150㎡ 

施設内容 事務スペース 14 団体程度（10㎡×２、５㎡×４、２㎡×６、1.25 ㎡×２）、連

携・交流スペースほか 

～市民活動共同オフィスについて～ 

横浜市では、市民と行政の協働により市民公益活動が活発に行われる環境を整備し、

市民の相互連携を促進するとともに、様々な主体が公共を担う社会の形成に寄与するこ

とを目的として、横浜市市民活動支援センター事業を実施しています。 

『市民活動共同オフィス』は、横浜市市民活動支援センターの一機能として、市内に

おいて非営利な市民公益活動を行う団体に、活動の場（共同の事務所スペース）と交流

の場を提供することを目的に設置しています。 

今回、平成2９年度入居団体の募集を行います。入居団体には、事務スペースを有効

に活用し活動の充実を図って頂くとともに、他の団体との連携・交流を通して、新たな

「協働」の取組へと発展させて頂くことを期待しています。 

 

～市民活動共同オフィス入居のメリット～ 
☆他の入居団体との情報交換や連携・交流を深めることができます。 

☆入居団体専用の「連携・交流スペース」を利用することができます。 

☆横浜市市民活動支援センターでは、日常的な相談や広報の支援等が受けられます。 

☆共同オフィスを、団体の所在地（住所）として登記することが出来ます。 

☆月額使用料は、２,４００円（予定）からです。（Ｄタイプ1．25㎡） 

☆横浜市市民活動支援センター内にオフィスがあるため、市内の市民公益活動に関す 

 る各種情報がいち早く入手できます。 

☆所在地が市内の中心地なので利便性が高いです。 

☆事務局が使用していない場合に限り、事務局専用の会議室（定員12名）を、月３回

まで使用することが出来ます。（利用回数は、上限月３コマです。） 

☆隣接する打合せコーナーを、月３回まであらかじめ予約して利用することができま

す。 

☆横浜市市民活動支援センターに利用登録することで、市民活動支援センター内の設備

（印刷機、４階の会議室・研修室・各種備品等）を利用することができます。 

☆電話回線を架設しており、個別の契約をすることで電話が利用できます。（Dタイプ 

を除く） 

 



2 

利用時間 ９時から21時まで（ただし、日曜・祝日は９時から17時まで） 

     ※横浜市市民活動支援センターの開館時間に準じます。 

休 業 日 １月１日～３日及び12月29日～31日、並びに月１回程度の施設点検日（※参考 

として、平成 28年度は毎月第４日曜日、12月はそれに加え第１日曜日） 

（３）管理運営 

横浜市市民活動支援センター運営事業実施主体 

(特定非営利活動法人 市民セクターよこはま) 

 

２ 応募資格                                       

応募できる団体は、次の項目すべてを満たす市民公益活動を行う団体とします。 

※法人格は問いません。 

（１）営利を目的とせず、自主的に行う、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目

的とする活動を行っており、組織の運営に関する規則（団体の定款、規約・会則等）がある団

体 

（２）５名以上の会員で組織している団体 

（３）横浜市内で活動している団体 

（４）予算・決算を適正に行っている団体 

（５）活動の内容が、次のいずれにも該当しない団体 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする活動 

ウ 特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反す

ることを目的とする活動 

エ 公益を害するおそれのあるものの活動 

（６）活動の内容及び団体の代表または役員等が、次のいずれにも該当しない団体。 

ア 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

イ 経営不振の状況（破産手続、更生手続、再生手続その他類似の手続の開始決定がされ、特

別清算手続その他の清算手続が開始され、又は手形取引停止処分がなされている状況をい

う。）にある者 

ウ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11 年法律第147 号）第８条  

第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主催者その他の構成員又は当

該構成員を含む団体 

エ 横浜市暴力団排除条例（平成23 年12 月横浜市条例第51 号）第２条第２号に規定する暴  

力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員と密接な関係を有すると認められる者 

オ 神奈川県暴力団排除条例（平成22 年神奈川県条例第75 号）第23 条第１項又は第２項に

違反している事実がある者 

（７）現横浜市市民活動共同オフィスでの通算入居期間が３年に満たない団体。 

※過去に入居したことがある団体はお問い合わせください。 

 

（注）なお、平成28年７月６日現在、市内に専用の事務所（団体の所有・賃貸契約している事務所）

を有している団体も応募が可能ですが、市内に専用の事務所を有していない（※）ことを審査

における加点要素としますので、あらかじめご了承願います。 
※「市内に専用の事務所を有していない」とは、平成28年７月６日現在、自己所有または貸借を問わず、郵便物

が届くなど連絡先としての形態を有する団体の事務を行う専用の場所（会員の自宅や会社などの一部を使用す

る場合を除く）を持っていないことをさします。 
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○判断の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 募集団体数                                      

市民公益活動スペースを利用する団体を14団体程度募集します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 入居期間                                       

今回募集の入居期間は、平成29年４月１日（予定）から平成30年３月31日までとします。 

平成30年度（平成30年４月から平成 31年３月まで）以降の共同オフィスの募集の有無はその

年度ごとに決定します。募集を行う場合、既に入居している団体が入居継続を希望するときは、

再度応募して選考を受ける必要があり、入居の更新可能回数は２回までとなります。 

なお、年度毎の予算案が横浜市会において議決されることが、市民活動共同オフィス開設の条

件になります。 

 

５ 共同オフィスの使用料及び概要                         

（１）使用料 

１㎡あたりの使用料は1,900円／月（光熱水費込み、100円未満切り上げ）（予定）です。 

（２）事務スペース 

14ページ市民活動共同オフィスレイアウトイメージを参照してください。 

 

 

 

 

※ただし、入居団体の希望状況や選考結

果によっては、各タイプ・机等の設置

数・設置形態や入居団体数がこのとお

りにならないこともあります。 

 

タイプ 面積 募集ブース数 

Ａ 10㎡ ２団体程度 

Ｂ ５㎡ ４団体程度 

Ｃ ２㎡ ６団体程度 

Ｄ 1.25㎡ ２団体程度 

 

有している 

団体の事務を行う場所は、団体あての郵便物が届くなど連絡先としての形態を有していますか？ 
団体の事務の例 ・会計事務 ・総会資料作成 ・入会希望者の受付 ・会員名簿の整理 

         ・外部からの問合せ対応 ・役員や会員への連絡調整 ・打ち合わせ ・・・ 

団体の所有・賃借契約している

事務所 

有していない 

専用の事務所を有する 専用の事務所を有しない 

会員の自宅や会社などの一部を使用する、横浜市市民

活動共同オフィスへの入居など賃借以外の方法で事務ス

ペースを確保している 
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タイプ 面積 募集ブース数 設備内容等 
使用料 

※予定額 

Ａ 10㎡ ２団体程度 

机(２)、椅子(４)、キャビネット（２）、 

電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション有り 

19,000円 

（月額） 

Ｂ ５㎡ ４団体程度 

机(１)、椅子(２)、キャビネット（１）、 

電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション有り 

9,500円 

（月額） 

Ｃ ２㎡ ６団体程度 

机(１)、椅子(１)、キャビネット（１）、 

電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション無し 

3,800円 

（月額） 

Ｄ 1.25㎡ ２団体程度 

長机(１)、椅子(１)、キャビネット（１）、 

電気コンセント等 

※パーテーション無し、長机を複数団体で 

共有 

2,400円 

（月額） 

 

（３）留意事項等 

  ア 入居団体が使用するスペースの位置については、選考後抽選等により決定します。 

イ 使用料は、横浜市が発行する納入通知書により、指定する期日まで（原則として、当該月

の前月末日まで）に納めていただきます。 

  ウ 1月未満の端数があるときは、使用料は日割をもって計算します。 

エ 電話加入権、通話料・インターネットプロバイダー料など、必要経費は各団体負担です。 

オ 電気を使用する設備で持ち込めるものは、電話、ファクシミリ、パソコン程度のものとし、

電気ポット、電気ストーブ等大量に電力を消費する設備は使用できません。 

カ 市民活動共同オフィス内は、パーテーションがあるＡ・Ｂタイプにおいても構造上完全な

個室とはなっていません。そのため、相談・問い合わせ対応等を行う際には、他の入居団体

にも聞こえていることを前提に、個人情報等へのご配慮をお願います。また、物品（特に個

人情報関連の物品）については、各団体で責任を持って保管していただくようお願いします。 

キ 入居団体には、活動報告書の提出を求める場合があります。提出された活動報告書につい

ては、市民活動共同オフィスに備え付けるとともに横浜市市民活動支援センターのウェブペ

ージに掲載するなどし、広く市民の皆さんに公開していきます。 

ク 入居後は、市民活動共同オフィスを活用した他団体との連携・交流を深める行事等に積極

的にご参加ください。 

ケ 入居団体の公募情報については、随時、横浜市市民局市民活動支援課のウェブページにて

更新します。 

（ＵＲＬ http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/ ） 

コ 入居団体が共同オフィスの使用の目的、使用許可条件に違反したときなどは、使用の取消

し又は変更をすることがあります。 

サ その他、詳細については、入居団体説明会にて説明する「共同オフィス利用ルール」を遵

守してください。 

 

 

 

 

http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/
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６ 応募手続き                                      

（１）市民活動共同オフィス入居応募団体説明会 

日時：平成28年８月５日（金） 13時 30分から １時間程度 

場所：横浜市市民活動支援センター ４階セミナールーム1 【15ページ案内図参照】 

内容：募集要項、審査基準の説明など 

申込：入居応募団体説明会参加申込票【７ページ参照】を、平成28年８月４日（木）までに、

ファックス、Ｅメール等により書類提出先へご提出ください。 

※なお、入居応募団体説明会に参加しなくても応募ができます。 

（２）応募受付期間 

   平成28年８月17日（水）～平成28年８月31日（水） 

（３）提出書類 

ア 市民活動共同オフィス入居応募申請書     【様式１：８ページ参照】 １部 

イ 団体概要書                 【様式２：９ページ参照】 １部 

ウ 事務スペース等使用計画書          【様式３：10ページ参照】 １部 

エ 組織の運営に関する規則（定款・規約・会則等）             10部 

オ 団体パンフレットやイベントのチラシ等、団体の概要が分かるもの     10部 

カ 前年度活動（収支）計算書等、団体の前年度財務状況が分かるもの     10部 

キ 前年度事業報告書等、団体の前年度事業結果が分かるもの         10部 

ク 今年度活動（収支）予算書等、団体の今年度財務状況が分かるもの     10部 

ケ 今年度事業計画書等、団体の今年度事業計画が分かるもの         10部 

 

 

 

 

 

（４）提出方法 

書類提出先に持参して下さい。書類を提出される際は、電話にて事前予約をお願いします。

応募受付期間内の、土、日、祝日を除く ９時～12時 及び 13時～17時の間で、１時間程度お

時間をいただきます。なお、書類提出時に、市民活動支援課から提出書類の内容等についてお

尋ねすることがあります。 

 

７ 選考の方法                                      

（１）審査及び入居団体の決定 

横浜市市民協働推進委員会市民活動支援センター事業部会（以下「部会」という。）及び横浜市

市民協働推進委員会（以下「委員会」という。）が、入居団体審査基準【11～13 ページ参照】に

従い、提出された書類により審議します。 

（２）部会の委員及び専門委員（部会長を除き五十音順） 

役職 氏名 所属等 

部 会 長 入江 直子 神奈川大学 名誉教授 

専門委員 坂口  緑 明治学院大学 社会学部教授 

専門委員 鈴木やよい 特定非営利活動法人 横浜市民アクト理事 

委  員 田邊 裕子 社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会地域活動部長 

専門委員 山根  誠 特定非営利活動法人 親がめ理事長 

様式は、横浜市市民局市民活動支援課ウェブページから、ダウンロードしてください。 

（ＵＲＬ http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/ ） 

※ウェブページからダウンロードできない場合は、お問い合わせ先までご相談願います。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/
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（３）委員会委員（委員長を除き五十音順） 

役職 氏名 所属等 

委員長 小濱  哲 横浜商科大学 貿易・観光学科 元教授 

委 員 田邊 裕子 社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会地域活動部長 

委 員 時任 和子 
特定非営利活動法人 夢・コミュニティ・ネットワーク 理

事長 

委 員 中島 智人 産業能率大学 経営学部 准教授 

委 員 治田 友香 
関内イノベーションイニシアティブ株式会社 代表取締役

社長 

委 員  松岡 美子 特定非営利活動法人 グリーンママ 理事長 

委 員 松村 正治 
恵泉女学園大学 人間社会学部准教授 

特定非営利活動法人 よこはま里山研究所NORA 理事長 

委 員 三輪 律江 横浜市立大学 学術院国際総合科学群 准教授 

（４）結果発表 

 平成28年10月下旬を予定しています。結果は、文書にて郵送で当該団体に通知するととも

に、横浜市市民局市民活動支援課ウェブページで公表します。 

 なお、入居が決定した団体に、横浜市に行政財産の目的外使用許可申請を提出していただき

ます。 

また、入居団体の退去等の事由により、入居団体に空きが生じた場合、審査結果に基づき、

横浜市から応募団体に入居を案内させていただくことがあります。 

 

８ スケジュール （予定）                                    

募集要項配布期間    平成28年７月６日（水）～平成28年８月31日（水） 

入居応募団体説明会   平成28年８月５日（金） 

応募受付期間      平成28年８月17日（水）～平成28年８月31日（水） 

審査（部会）      平成28年９月中旬 

審査（委員会）     平成28年９月下旬 

結果発表        平成28年10月下旬 

入居団体説明会     平成29年２月 

入居開始        平成29年４月（予定） 

  ※詳細については、別途、応募（又は入居）団体の方々にお知らせします。 

 

９ 情報の公開                                      

 応募にあたり提出された書類は、原則として情報公開の対象となります。ただし、特定の個人

が識別されたり団体の正当な利益を害したりするおそれがある情報などは、公開しない場合があ

ります。 

10 参考                                         

平成28年度の横浜市市民活動共同オフィスの活動をお知りになりたい方は、横浜市市民活動支

援センターホームページを、参考としてご覧ください。 

（ＵＲＬ https://opencity.jp/yokohama/pages/gp/idx.jsp?page_id=1630 ） 

 

https://opencity.jp/yokohama/pages/gp/idx.jsp?page_id=1627
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市民活動共同オフィス入居応募団体説明会 

参 加 申 込 票 
 

（提出先） 

 横浜市市民局市民活動支援課 

 

 平成28年８月５日（金）開催の、横浜市市民活動共同オフィス入居応募団体説明会に参加を申込

みます。 

 

平成  年  月  日 

団体名  

団体の所在地 
〒 

団体の代表者  

連絡先 

氏名  

電話  ファックス  

Eメール  

参加人数  

今回の募集を何によりお知りになりましたか？ 

 

平成28年８月４日（木）までに、ファックス、Eメール等により、下記担当までご提出ください。 

 

＜申し込み・問合せ先＞ 

                 横浜市市民局市民活動支援課（西島、夏目） 

電話    ０４５－２２７－７９１５ 

ファックス ０４５－２２３－２０３２ 

Eメール  sh-center@city.yokohama.jp 

FAX 
045-223-2032 
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（様式 １） 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

市民活動共同オフィス入居応募申請書 

 

 

 

 横浜市長 

 

所在地 

 

団体名 

代表者職・氏名                   印 

 

 

 

市民活動共同オフィスに入居いたしたく、次の書類を添えて応募します。 

 

 

１ 団体概要書（様式２）                      １部 

２ 事務スペース等使用計画書（様式３）               １部 

３ 組織の運営に関する規則（定款・規約・会則等）          10部  

４ 団体パンフレットやイベントのチラシ等、団体の概要が分かるもの  10部 

５ 前年度活動（収支）計算書等、団体の前年度財務状況が分かるもの  10部 

６ 前年度事業報告書等、団体の前年度事業結果が分かるもの      10部 

７ 今年度活動（収支）予算書等、団体の今年度財務状況が分かるもの  10部 

８ 今年度事業計画書等、団体の今年度事業計画が分かるもの      10部 

 

 

 

※ 以下に連絡責任者をご記入ください。 

こちらに記載された情報は、貴団体との連絡・調整に使用するもので、公開の対象とはなりま

せん。 

 

連絡責任者 

氏名（よみがな）  

郵 便 物 発 送 先 
〒 

電 話 番 号  

ファックス番号  

Ｅメールアドレス  

※整理番号 
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（様式 ２） 

団 体 概 要 書 

団 体 名  

団体の所在地 
〒   - 

 

団体の代表者 

職・氏名 

 

ホームページ URL  

設立（活動開始）年月 年  月 【法人登記   年  月 】 

財 務 状 況 
・前会計年度の決算額                       円 

・今会計年度の予算額                       円 

団 体 の 

目 的 と 概 要 

 

 

 

 

 

会員    人（専従職員     人） 

現 在 の 

活 動 内 容 

・主な活動地域 横浜市     区 ／ その他（        ） 

・活動の内容 

 

・活動日や活動場所 

 

現在の事務所 

の状況（有無） 有 ・ 無 ※本年７月６日現在、市内に事務所を賃貸又は所有している団体は有に○を付けてください。 

こ れ ま で の 

主な活動経歴 
 

これまでに横浜

市から助成金や

市民活動共同オ

フィスへの入居

等 の 支 援 を 

受 け た 実 績 

 

◆希望する市民活動共同オフィススペースタイプの欄に、希望の順位１～４を記入して下さい。 

希望タイプ Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  

 

※整理番号 

貴団体の理事、監事又は会員の中に横浜市市民協働推進委員会委員又は横浜市市民活動支援センター事業

部会委員はいますか？  はい（委員名：        ） ・ いいえ 
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（様式 ３） 

事 務 ス ペ ー ス 等 使 用 計 画 書 

団 体 名  

申 込 理 由 

※本年７月６日現在、市内に事務所を賃貸又は所有している団体は、新たに必要とする理由も記入して下さい。 

使 用 目 的 ・ 方 法  

使 用 予 定 頻 度 

（曜日・時間帯等） 
 

横浜市記入欄 

平成28年度 使用実績 

（平成 28 年度市民活動

共同オフィス入居団体

のみ） 

 

市民活動共同オフィス

入居期間中の活動方針

及び資金確保の考え方 

※入居期間のうち、29年度の活動方針を明確に記入して下さい。 

市民活動共同オフィス

入居により得られる活

動への効果 

※入居期間中に解決したい活動上の課題への取組や、取得したいノウハウ等、具体的に記入して下さい。 

入居団体間の連携・交

流に関する考え方 

※横浜市が設置した市民活動共同オフィスへの入居経

験のある団体は、入居により得られた成果を含めて記入

してください。 

横浜市記入欄 

平成 28 年度 連絡交流

会参加実績 

（平成 28 年度市民活動

共同オフィス入居団体

のみ） 

 

入居期間終了後の 

活 動 展 望 

※共同オフィスへの入居期間終了後の自立の考え方についても記入してください。 

入居後、他団体との交

流や支援に活用できる

貴団体の特徴・ＰＲ等 
※ある分野に関する知識・技能を持っている、行政や企業など、他セクターとの協働の経験がある、イベントに関

するノウハウがある等、他の団体に提供することができる知識や経験等について記載してください。 

※整理番号 
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横浜市市民活動支援センター事業市民活動共同オフィス 

入居団体審査基準 

 

１ 基本的な評価事項 

  横浜市市民活動支援センター事業市民活動共同オフィス入居団体募集要項により、入居団体を

募集し、横浜市市民協働推進委員会市民活動支援センター事業部会（以下「部会」という。）が審

議し、評価点（合計点）の高いものから、順位をつけるものとします。部会の審議結果を、横浜

市市民協働推進委員会（以下「委員会」という。）で審議します。 

  事務スペース等の設置数及び入居団体数については、入居団体の希望状況や選考結果により、

弾力的に取り扱います。 

 

【募集団体数】 
 

タイプ 面積 募集ブース数 設備内容等 
使用料 

※予定額 

Ａ 10㎡ ２団体程度 

机(２)、椅子(４)、キャビネット

（２）、電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション有り 

19,000円 

（月額） 

Ｂ ５㎡ ４団体程度 

机(１)、椅子(２)、キャビネット

（１）、電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション有り 

9,500円 

（月額） 

Ｃ ２㎡ ６団体程度 

机(１)、椅子(１)、キャビネット

（１）、電気コンセント、電話回線等 

※パーテーション無し 

3,800円 

（月額） 

Ｄ 1.25㎡ ２団体程度 

長机(１)、椅子(１)、キャビネット

（１）、電気コンセント等 

※パーテーション無し 

※長机を複数団体で共有 

2,400円 

（月額） 

 

２ 評価点 

審査基準に従い、提出された書類を審査し、評価点を与えます。 

一人当たりの評価点の満点は 70点とし、部会員の評価点の合算を、団体の評価点（合計点）と

します。 

【応募提出書類】 

ア 市民活動共同オフィス入居応募申請書      

イ 団体概要書              

ウ 事務スペース等使用計画書           

エ 組織の運営に関する規則（定款・規約・会則等） 

オ 団体パンフレットやイベントのチラシ等、団体の概要が分かるもの 

カ 前年度活動（収支）計算書等、団体の前年度財務状況が分かるもの      

キ 前年度事業報告書等、団体の前年度事業結果が分かるもの          

ク 今年度活動（収支）予算書等、団体の今年度財務状況が分かるもの      

ケ 今年度事業計画書等、団体の今年度事業計画が分かるもの          
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３ 評価点が同点となった場合の対応 

（１）評価項目３の評価点（合計点）が高い団体を優先します。 

（２）さらに同点の場合は、評価項目４の評価点（合計点）が高い団体を優先します。 

（３）さらに同点の場合は、評価項目７の評価点（合計点）が高い団体を優先します。 

（４）さらに同点の場合は、評価項目５から８（7 を除く）までの評価点（合計点）が高い団体を

優先します。 

（５）それでもなお同点の場合は、部会員立会いのもと、事務局職員の代理によるくじ引きにより

決定します。 

 

４ 採点方法 

（１）各評価項目（評価項目３・４を除く）について、５段階評価を行なうこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価項目３については、平成 28年７月６日現在の専用事務所所有の有無により評価を行い、

所有していない：５点、所有している：０点とします。 

（３）評価項目４については、横浜市が設置した市民活動共同オフィスの利用（入居）年数により

評価を行い、なし:５点、１年以内:４点、２年以内:３点、３年以内:２点、３年超４年未満:

０点とします。 

 

５ 審査又は決定にあたっての留意点 

（１）審査は非公開で行います。 

（２）全ての評価項目を絶対評価により採点します。 

（３）有効点数の60％を基準点とします。 

（４）部会の委員及び専門委員の関係団体（役員や会員となっている団体）が応募するときは、当

該委員は、入居団体の審議には関わらないこととします。その場合の得点については、当該委

員以外の委員一人当たりの各評価項目の平均点を算出し（小数点以下第２位まで）、その平均点

に委員の数を乗じた点数を各評価項目の得点（小数点以下第２位まで）とし、各評価項目の得

点を合算したもの（小数点以下切捨て）を団体の評価点（合計点）とします。 

（５）委員会の委員の関係団体（役員や会員となっている団体）が応募するときは、当該委員は入

居団体の審議には関わらないこととします。 

（６）上記（４）及び（５）の場合を除き、今回の募集に関して部会の委員及び専門委員、委員会

の委員との接触があった者の応募は、無効とします。 

（７）基準点を満たすものの、入居団体として選考されなかった団体については、ウェイティング

リストに掲載し、空きブースが発生した際には、評価点（合計点）の高い順番に、入居を案内

します。 

（８）平成28年度の市民活動共同オフィス入居団体については、平成28年度の実績（使用実績、

連携・交流に関する実績等）を、審査の参考とします。使用予定頻度等について、平成 28年度

の実績と平成29年度の予定が大きく異なる場合は、その理由についてもご記入いただくようお

願いします。 

点数 評価 

５点 特に優れている 

４点 優れている 

３点 他に該当しない 

２点 不十分な点がある 

０点 妥当でない 

 



  

【
基
本
的
評
価
事
項
】
 

 

＜
評
価
＞
 
５
点
：
特
に
優
れ
て
い
る
 
 
４
点
：
優
れ
て
い
る
 
 
３
点
：
他
に
該
当
し
な
い
 
 
２
点
 
不
十
分
な
点
が
あ
る
 
 
０
点
：
妥
当
で
な
い
 

評
価
項
目
 

評
価
の
視
点
・
着
目
点
 

配
点
 

評
価
の
 

換
算
式
 

主
な
判
断
材
料
 

1 
財
務
状
況
 

ブ
ー
ス
使
用
料
を
遅
滞
な
く
継
続
的
に
支
払
う
経
済
力
が
見
込
ま
れ
る
。
 

５
 

 
様
式
２
（
財
務
状
況
）、

活
動
計
算
書
、
活
動
予
算
書
 

２
 
団
体
の
活
動
実
績
、
活
動

の
継
続
性
 

明
確
な
活
動
目
的
（
ミ
ッ
シ
ョ
ン
）
に
沿
っ
て
自
主
的
に
活
動
し
、
実
績
が
上
が
っ
て
い
る
。
そ
の
実

績
か
ら
、
事
業
の
継
続
性
が
見
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ま
れ
る
。
 

５
 

 

様
式
２
（
団
体
の
目
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と
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の
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容
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こ

れ
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で
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な
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団
体
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ン
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ト
や
イ
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ン
ト
の
チ
ラ
シ
等
 

３
 
事
務
所
の
有
無
 

専
用
の
事
務
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所
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の
有
無
に
つ
い
て
。
 

※
平
成

27
年
７
月
６
日
現
在
の
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用
事
務
所
所
有
の
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無
に
よ
り
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価
 

【
所
有
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な
い
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る
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】
 

５
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）
 

４
 
本
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民
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民
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フ
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の
入
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）
 

５
 
共
同
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フ
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旨
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度
 

活
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の
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５
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２
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（
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）
 

６
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性
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７
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発
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性
 

入
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報
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８
 
入
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（
入
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団
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績
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。
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様
式
３
（
入
居
後
、
他
団
体
と
の
交
流
や
支
援
に
活
用
で

き
る
貴
団
体
の
特
徴
・
Ｐ
Ｒ
等
）
 

 
 

計
 

７
０
 

点
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 市民活動共同オフィスレイアウトイメージ                         

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 ブースタイプ イメージ写真                               

    
Ｂタイプ（イメージ写真） 

※ＡタイプはＢタイプの机が２つとなります。 

連携・交流スペース 

※入居団体の希望状況や選考結果によって、 

レイアウトを変更する場合があります。 

Ａタイプ×２ 

Ｃタイプ 

 

Bタイプ×４ 

 

 

Ｄタイプ 

 

 



15 

    
Ｃタイプ×６（イメージ写真） 

 

 横浜市市民活動支援センター・横浜市市民局市民活動支援課（案内図）            

 

ＪＲ・横浜市営地下鉄 桜木町駅      徒歩７分 

みなとみらい線    みなとみらい駅    徒歩10分 

     

 

 

 お問い合わせ及び書類提出先 
横浜市市民局市民活動支援課 
〒231-0062 横浜市中区桜木町1-1-56 

みなとみらい21クリーンセンタービル７階 
（JR・横浜市営地下鉄桜木町駅、みなとみらい線みなとみらい駅下車） 
電話番号 ０４５－２２７－７９１５    ファックス番号 ０４５－２２３－２０３２ 
Ｅメールアドレス sh-center@city.yokohama.jp 
ＵＲＬ http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/ 
平成28年７月発行 

 

http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/tishin/shiminkatsudou/center/office/
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